
2025年度行政事業レビューシート 消費者庁

地方モデル事業

基本情報

組織情報 府省庁 消費者庁

事業所管課室 消費者庁 | 地方協力課

作成責任者 赤井久宣

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 000471 事業開始年度 2020 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2025 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

消費者庁 １．消費者政策の推進 （13）地方モデル事業
https://www.caa.go.jp/polici
es/evaluation/

関連事業 -- 主要経費 その他の事項経費

概要・目的 事業の目的
厳しい人的・財源的制約の下で地方消費者行政の政策効果を最大限に高めることが求められているところ、消費者庁において本事業を実施し、新たな行政
手法や実効性のある事業モデルを構築し、全国に展開することを通じて、全国に共通する地方消費者行政の課題の解決を図る。

現状・課題
地方における厳しい人的・財源的制約のなか、地方消費者行政の政策効果を高め、多様化・複雑化する政策課題に対応するため、事業分野に応じて官民連
携等の新たな手法を活用しつつ、地域の関係者が一体となって取り組む体制を整備することが必要である。地方消費者行政の政策テーマのうち令和５年度
は、消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の設置促進・担い手確保及び消費生活相談員の担い手確保を重要課題とした。

事業の概要

国が公募した民間事業者・団体等をプラットフォームとして、地方公共団体や地域の関係者との連携を図りつつ、効率的かつ効果的に事業を実施すること
により、新たな行政手法や実効性のある事業モデルを構築する。さらに、実施した事業の成果や優良事例を各地方公共団体に横展開する。なお、消費生活
相談員の担い手確保のテーマについては、地方消費者行政人材確保事業部分が主たる要素である１つの契約により実施したことから、地方消費者行政人材
確保事業のシートに記載している。

事業概要URL https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/advancedmodel/index.html

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

-- -- -- -- --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

消費者基本計画（令和２年３月31日閣議決定、令和３年６月15日改訂）、地方消費者行政
強化作戦2020（令和２年４月１日）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/basic_pla
n_210615_0001.pdf#page=[42]

実施方法 直接実施

資料３-４



補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

-- -- -- --

備考 --



予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2022 2023 2024 2025 2026

要求額 170,100 107,100 89,894 60,226 --

当初予算 105,100 106,677 79,994 60,226 --

補正予算 -- -- -- -- --

前年度から繰越し -- -- -- -- --

予備費等 △13,000 △35,000 -- -- --

計 92,100 71,677 79,994 60,226 --

執行額 90,000 38,766 39,646 -- --

執行率 97.7% 54.1% 49.6% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算

一般会計 / 内閣府 / 消費者庁 / 消費者政策費 / 消費者政策委託費
-- 60,084 --

当初予算

一般会計 / 内閣府 / 消費者庁 / 消費者政策費 / 諸謝金
-- 142 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --



効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

1: アクティビティ

地方消費者行政の重要政策テー
マに関して本事業を通じて新た
な行政手法や実効性のある事業
モデル等を構築し、その事業モ
デル等を全国的に横展開。

1: アウトプット

適切なテーマ設定・事業モデル
の構築

1: 短期アウトカム

地方公共団体で活用見込みがあ
るモデルの構築

1: 長期アウトカム

消費者安全確保地域協議会の設
置市区町村の都道府県内人口カ
バー率50％以上

2: アクティビティ

地域の見守り活動の担い手とな
る消費生活協力員・協力団体の
養成を行い、地域における消費
者被害の防止、早期発見、救済
のための機能強化につなげる。

2: アウトプット

消費生活協力員・消費生活協力
団体制度の活用

2: 短期アウトカム

全国の消費生活協力員・協力団
体の委嘱件数の増加

2: 長期アウトカム

地域における消費者被害の未然
防止、早期発見、救済のための
見守り活動の活性化

↑今回の点検に係る部分となります。



アクティビティからの発現経路 2-2-2-2

アクティビティ 地域の見守り活動の担い手となる消費生活協力員・協力団体の養成を行い、地域における消費者被害の防止、早期発見、救済のための機能強化につなげる。

アウトプット 活動目標 消費生活協力員・消費生活協力団体制度の活用 活動指標
消費生活協力員・消費生活協力団体の養成を促進することを目
的とした養成講座の参加者数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

当初見込み∕目標値(人) 300 300 300 300

活動実績∕成果実績(人) 377 707 372 --

後続アウトカム
へのつながり

効果発現の初期段階として、まずは、養成講座の実施により、消費生活協力員・消費生活協力団体制度の活用に有用性を感じた地方公共団体と民間企業等との連携が活性化すること
で、地方公共団体における協力員・協力団体の委嘱件数の増加が見込まれることから、短期アウトカムとして設定した。

短期アウトカム 成果目標 全国の消費生活協力員・協力団体の委嘱件数の増加 成果指標 全国の消費生活協力員・協力団体の委嘱件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

地方消費者行政の現況調査

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

2022年度 2023年度 2024年度 目標年度
2025年度

当初見込み∕目標値(件) 4,000 4,000 4,000 4,000

活動実績∕成果実績(件) 3,996 4,038 4,042 --

達成率(%) 99.9 101 101.1 --

後続アウトカム
へのつながり

地方公共団体における消費生活協力員・協力団体の委嘱件数が増えることで、地域における消費者被害の未然防止、早期発見、救済につながる見守り活動が活性化することから、長
期アウトカムとして設定した。



長期アウトカム 成果目標
地域における消費者被害の未然防止、早期発見、救済のための
見守り活動の活性化

成果指標
地域における消費者被害の未然防止、早期発見、救済のための
見守り活動の活性化

定性的なアウトカムに
関する成果実績

地域の消費者被害の未然防止につながる見守り活動の活性化
実績∕目標∕見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

見守り活動については、地域における消費者被害の未然防止、
早期発見、救済を目的としているため、定量的評価を行うこと
が適当ではないため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --



支出先
資金の流れ

消費者庁

39,646 千円

A. 株式会社　船井総合研
究所

39,646 千円

支出先の数: 1

先進的モデル事業の実施



支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 株式会社　船井総合研究所 39,646 1 先進的モデル事業の実施

支出先名 支出額 法人番号

株式会社　船井総合研究所 39,646 5120001180782

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策∕落札率非公開の理由

先進的モデル事業の実施
随意契約（企画競争） 

39,646 2 -- 企画競争により契約先を決定したため。

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A 株式会社　船井総合研究所 先進的モデル事業の実施 委託費 先進的モデル事業の実施 39,646

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --



その他備考

--




